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ITS による自動車の
社会・環境負荷低減に向けて
　ガソリン内燃機関型の自動車が誕生しておよそ 120 年。自動車はなくてはならない存
在となっている。自動車は経済発展の貢献に留まらず、走る喜び、楽しさを通じて人々
の暮らしを豊かにしてきた。その一方で、交通事故、環境負荷が顕在化しつつある。自
動車が持つ本来の利便性・快適性といった利点の最大化と、事故・渋滞、環境負荷問題
の克服との両立なくして、持続可能なモビリティ社会の実現はない。その解決手段の一
つとして高度交通システム（ITS：Intelligent Transport Systems）が取り組まれている。
　これまでは、カーナビゲーション、VICS（道路交通情報通信システム）、ETC（自動
料金支払システム）といった個別システムの発展段階であったが、課題克服のためには、
道路や歩行者と車両との間で情報通信を行なうAHS（走行支援道路システム）や ICタ
グシステム、さらにTDM（交通需要マネジメント）などの車両インフラ統合型システ
ムへの移行が必要とされている。ITS はセカンドステージへ展開しつつあり、実現に向
けて、以下のような視点で進めていくことを提案する。
盧高齢者に配慮したヒューマンマシンインターフェースの研究開発
　交通事故の年齢層別致死率で 65 歳以上が他の年齢層より著しく高くなっており、高
齢者に焦点を当てた研究開発が不可欠である。今後は人間工学、認知科学的側面からの
研究と、情報工学や交通工学など、幅広い学問分野の融合により、ITS 研究の進展が望
まれる。特に自動車運転席では、日常生活において最も集中したヒューマンマシンイン
ターフェースが要求される場である。高齢者のみならず世界基準でユーザーに優しいヒ
ューマンマシンインターフェース研究をさらに推進することが望まれる。
盪導入への社会的理解の促進
　セカンドステージ ITS システムがもたらす便益は、安全・安心や環境負荷低減とい
ったコスト的には見えにくいものであるため、新たに発生する費用負担に対するユーザ
ーや社会の理解を得るための努力がこれまで以上に重要である。費用対効果の定量的な
比較検証、導入に先立つ十分なアセスメント、事後評価と情報公開など、産官学が一体
となって進めることが不可欠である。かつて排気ガスの規制が自動車性能向上を促した
ように、例えば新車には ITS 関連機器の装着を義務付ける、大都市圏への未装着車乗
り入れを規制するといったような法的規制の導入も検討が必要であろう。
蘯アジア諸国の持続可能な発展に資する取組み
　アジア諸国ではモータリゼーションに伴い、交通事故や環境負荷増加などが社会問題
として今後大きく顕在化している。セカンドステージ ITS の展開においては、アジア
地域の持続可能な発展に貢献することも望まれる。セカンドステージ ITS システムは
車両インフラ統合型であるため、導入地域における交通事情やニーズに合わせたものに
なる。交通事故の日本国内の現状は、車両事故中心の欧米各国よりもアジア諸国に傾向
が似ており、日本とアジア諸国で共通の ITS 技術基盤を構築できる可能性が高い。こ
うした取り組みは、我が国の自動車産業の国際競争力を高めることにもつながる。
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摩擦抵抗低減を目指した乱流制御の研究動向
　乱流とは流体中の微細な渦運動を伴う流れであり、航空機や船舶などが進むときに空
気や水から受ける摩擦抵抗や流体騒音を増大させるという負の効果を発生させる半面、
混合・熱伝達や燃焼を促進するという正の効果もある。この乱流を適切に制御して、負
の効果を抑制し、正の効果を助長させるという乱流制御は、省エネルギーや製品の高品
質化、環境悪化防止などに繋がり、輸送分野等においてブレークスルーをもたらす技術
となりうる。
　乱流の研究は古くから行われてきているが、その進展は比較的遅く、現在でも乱流を
制御することは困難である。しかし、近年、乱流制御の研究が盛んに行われ、近未来技
術の一つとなる可能性も出てきている。その背景には、スーパーコンピュータの能力向
上と直接数値シミュレーシヨン（DNS）技術の発達による乱流構造に関する基礎的知見
の蓄積、乱流制御を実現するためのマイクロマシン技術の急速な発展がある。また、乱
流制御により実現される省エネルギー・環境問題解決などへの期待が大きいことも挙げ
られる。
　乱流の制御は種々の研究を含み、一つの組織では研究を発展させることが難しい状況
にある。我が国は、乱流制御に必要な個々の要素技術である光学的センシングなどのモ
ニタリング技術、センサ・アクチュエータ等のマイクロマシン技術、DNS技術は世界的
に高いレベルにあり、乱流制御を目的とした種々領域を含む組織的な研究を実施する素
地は整っている。例えば、2000 年から５年間、文部科学省開放的融合研究制度を利用して、
独立行政法人や大学が参加した「乱流制御による新機能熱流体システムの創出」という
テーマの研究が行われた。
　欧米に先んじてこれらの研究成果を実用化するためには、壁乱流の制御ユニットを構
成しているセンサ・アクチュエータ・コントローラの微小化・高精度化・省エネルギー化・
低コスト化・長期安定性の確立及び大きな効果を生み出す制御アルゴリズムなどの研究
開発をバックアップすることが必要である。乱流制御は、マイクロマシン技術や微細加
工技術、制御アルゴリズムの開発・進展に関連することから、研究情報を積極的に発信し、
量産技術を有する産業界との融合研究を進める必要もある。
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　2006年 8月、米国エネルギー省は、ガソリン代替燃料として、セルロース系バイオマスを原料とす
る低コストエタノール燃料製造技術を早期に確立する目的で、研究ロードマップを作成し、基礎研究開発
拠点として「バイオエネルギー研究センター」を設立する構想を発表した。ブッシュ大統領の2006年
1月の一般教書演説で述べられた 「先端エネルギーイニシアティブ」構想を受けたもので、ゲノム解析
とシステムバイオニクスに関するノウハウを活用し、2012年までにガソリンに対してコスト競争力の
あるセルロース系エタノール燃料の製造技術を開発することが目標となっている。
トピックス1　米国でゲノム解析によるバイオ燃料研究が開始された
　2006 年８月、米国エネルギー省（DOE）は、ガ
ソリン代替燃料として、セルロース系バイオマス
を原料とする低コストエタノール燃料製造技術を
早期に確立する目的で、「Breaking the Biological 
Barriers to Cellulosic Ethanol：A Joint Research 
Agenda」と題する研究ロードマップと、基礎研究
開発拠点として「バイオエネルギー研究センター
（Bioenergy Research Centers）」を設立する構想を
発表した。
　バイオマスエタノール燃料はカーボンニュート
ラルな再生可能エネルギーで、温暖化ガス排出削
減につながることから、ブラジルなどではガソリ
ン代替燃料としてすでに導入が始まっている。し
かし原料にサトウキビやとうもろこしなどの可食
農作物（糖・澱粉）を大量に用いると、食料資源
の逼迫と価格高騰を招く恐れがある。一方、植物
繊維に含まれるセルロースは、地球上で最も豊富
に存在するバイオマス資源で、米国内だけで年間
600 億ガロンのエタノール生産に足る資源量があ
る。一方、セルロースからエタノールを製造する
場合、セルロースを可溶化および糖分解する工程
が余計に必要で（図表参照）、ガソリンと比較して
高コストとなり実用化されていない。
　この問題を解決すべく、本研究センターにおい
ては、下記の３つの項目を重点的に検討する計画
となっている。
① 単位収穫量が多く、発酵過程の容易な遺伝子組
み換え作物の開発
② セルロース細胞壁の構造および分解プロセスの
解明
③エタノール発酵菌の性能向上
　本研究センターは、大学、国立研究機関、NPO、
民間企業からプロテオミクスの専門家、生物化学
者、エンジニアを招集し、ヒトゲノムプロジェク
トで蓄積したゲノム解析とシステムバイオニクス
に関する研究ノウハウを積極的に活用する。今後
５年間で総額 2.5 億 USドルを投入する。2008年の
開所および 2009 年の本格稼動を目指している。こ
れに先立ち、セルロース原料として有望なスイッ
チグラス、ポプラなどの植物については、すでに
農務省（DA）と共同で、Joint Genome Institute に
おいてゲノム解読の計画が具体化している。また、
DOEとDA共同で総額 5.7 百万USドルを９つの
研究機関に提供し、新たにバイオ燃料のための基
礎的なゲノミクス研究を開始する。さらにDOEと
DAでは省庁間連携を強化し、関連プロジェクト
を推進するために、産学官の有識者 12名からなる
「Biomass Research and Development Technical 
Advisory Committee」を設置した。
　2006 年１月、ブッシュ米国大統領は一般教書演
説の中で、化石燃料依存度低減と温暖化ガス排出
量削減を目指す「先端エネルギーイニシアティブ」
構想を発表し、セルロース系エタノール燃料の製
造技術開発を重点項目としている。2012 年までに
ガソリンに対してコスト競争力のある 1.07US ド
ル／ガロンのエタノール製造法を確立し、2030 年
までに米国内ガソリン消費の 30％を置き換える目
標を掲げている。今回のDOEによるロードマップ
および研究拠点設立の動きは、上記の大統領イニ
シアティブ構想を受け、加速するものである。
出典
http://genomicsgtl.energy.gov/centers/index.shtml
セルロース系バイオマスからのエタノール製造工程
科学技術動向研究センターにて作成
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 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & materials
　グラフェンと呼ばれる単層黒鉛シートは優れた電気的、機械的及び熱的特性を有することが予想され
ている。ポリマー母材にこのシートを均一に分散させると、特異な導電性複合材料などが合成できること
が考えられるが、このグラフェンシートには互いに作用しあって塊状になる欠点がある。米国ノースウエ
スタン大学の研究者らは、グラファイトを一層ずつ剥離して化学的に修飾したグラフェンシートをポリ
マー母材内に分子レベルで分散させることによって、グラフェンナノ複合ポリマー材料の合成に成功し
た。この方法によって作製したグラフェンナノ複合ポリスチレンでは、グラフェンの充填率が約0.1 体
積パーセントでも導電性を示した。1体積パーセントのグラフェンを含むグラフェンナノ複合ポリスチ
レンの導電率は約0.1Sm-1 となるが、これは多くの電気的用途に十分な値と言える。この導電性ナノ複
合材料は、カーボンナノチューブ複合材料より安価であるという利点を有する。
トピックス2　グラフェンが均一に分散した導電性ナノ複合材料
　グラフェン注１）と呼ばれる黒鉛は sp2結合注２）し
た炭素からなる単原子厚の２次元層状構造を有し、
その単層黒鉛シートはさまざまな優れた電気的、
機械的及び熱的特性を有することが予想されてい
る。グラフェンシートの熱伝導率と弾性率はグラ
ファイトの面内においてそれぞれ 3,000Wm‐1K‐1、
1,060GPa に達し、さらに、破壊強度はカーボンナ
ノチューブに匹敵する可能性がある。これらの特
性を活用する方法の一つに、グラフェンシートを
組み込んだ複合材料がある。例えば、ポリマー母
材にこのシートを均一に分散させると、特異な導
電性複合材料などが合成できることが考えられて
いる。しかし、このグラフェンシートには互いに
作用しあって塊状になる欠点がある。
　米国ノースウエスタン大学のS. Stankovichらは、
この問題を解決し、グラフェンが分散した導電性
複合材料の合成に成功した。このような複合材料
を製造するためには、十分な量的規模でのグラフ
ェンシートを生産する方法の他に、各種母材にグ
ラフェンシートを均一に分散させるプロセス方法
の開発も必要である。グラファイトは安価で大量
に入手可能であるが、１枚ずつのグラフェンシー
トに剥がすことは容易ではなかった。今回、研究
者らは、グラファイトを酸化グラファイトに変換
し、さらに、フェニルイソシアネート誘導体にす
ることにより、グラフェン酸化物単層シート（厚
さが 1nm以下）を作製し、このシートを還元して
完全に一層ずつ剥離したグラフェンシートを作り
出す方法を開発した。その後、化学的に修飾した
グラフェンシートをポリマー母材内に分子レベル
で分散させ、グラフェンが母材に均一に分散され
たナノ複合材料を合成した。
　この作製プロセスによるグラフェンナノ複合ポ
リスチレンでは、室温において導電性をもつよう
になるグラフェンの体積充填率の最低値は約 0.1 体
積パーセントである（下図参照）。この体積パーセ
ントは、カーボンナノチューブ含有材料を除いて、
あらゆるカーボン系複合材料においてこれまで報
告された中で最も少ない値であり、グラフェンの
分散性が非常に良いことを示している。このナノ
複合材料では、１体積パーセントのグラフェンの
充填で電子導電率が約 0.1Sm-1 となるが、その導電
率は、例えば電気導電体、電極、電気接点のよう
なシステムの応用に十分な値と言える。１体積パ
ーセントのグラフェンを含むナノ複合ポリスチレ
ンは、カーボンナノチューブ複合材料に比べると
導電性は高くはないが、価格が安いという利点が
ある。
　カーボンナノチューブ複合材料より実用的でか
つ低価格な導電性材料として、グラフェンナノ複
合材料が有望である。本研究成果は、2006 年７月
20日付のネイチャー誌に掲載された。
注１　グラフェン：「カーボンナノチューブ製造技術開発の
動向」（科学技術動向、2001年７月号、p.20）を参照。
注２　sp2結合：炭素材料の結晶構造の一つで、六方晶か
らなるグラファイトの結晶構造を指す。
グラフェンナノ複合材料の電子導電率とグラフェン体積
充填率の関係
科 学 技 術 動 向　2006年 9月号
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 エネルギー分野 TOPICS Energy
　Z日本原子力研究開発機構は国際熱核融合実験炉（ITER）用高周波プラズマ加熱装置の心臓部である
ジャイロトロンを開発し、ITER最長定常運転モードの50分を超える１時間の長時間運転に成功した。
核融合炉にて定常的な核融合反応を行うには、1億℃以上の高温プラズマを安定的に閉じ込める必要が
ある。 Z日本原子力研究開発機構の高周波加熱装置は炉内のプラズマ温度が不均一な部分を局所的に
加熱可能で、トカマク型核融合炉の制御性を飛躍的に改善することができ、ITER定常燃焼試験実現に向
けた大きな一歩である。
トピックス3　ITER用ジャイロトロンで運転目標時間を達成
　C日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」）
では、国際熱核融合実験炉（ITER）注１）用高周波
プラズマ加熱装置の開発を進めてきたが、2006 年
８月、心臓部であるジャイロトロン注２）と呼ばれ
る高周波発生装置において、ITER運転時に相当す
る出力 600kWにおいて、１時間の長時間運転に成
功した。ITERでは最長 50分間の定常運転試験が
計画されているが、今回の成果はこれを超えるも
のであり、ITER定常燃焼試験の実現に向けた大き
な一歩である。
　核融合炉で定常的な核融合反応を行うには、ド
ーナツ型の磁場中に１億℃以上に加熱したプラズ
マを安定的に閉じ込める必要がある。ITERでは
我が国が提案したトカマク型核融合炉が用いられ
ることになっているが、内部プラズマ温度を均一
に加熱制御する技術の開発が最大の課題である。
高周波プラズマ加熱装置は、プラズマの温度不均
一発生箇所を選択的に加熱して安定化させる特徴
を有し、定常的な核融合反応実現には不可欠な技
術である。特に、高周波を生成するジャイロトロ
ンは高周波プラズマ加熱装置の心臓部であり、長
時間の安定した出力が不可欠である。日本の他、
EU、ロシアでも開発が行われている。
　原子力機構のジャイロトロンは、高周波ビーム
を外部に取り出す「人工ダイヤモンド窓」を有し
ており、伝送系を介して炉本体から100m程度の遠
隔からプラズマ加熱が可能である。この構造は核
融合炉の中性子遮蔽やメンテナンスが容易で、信
頼性と実用性が高く評価されている。原子力機構
では、今回、さらに以下の改良を行うことにより、
ジャイロトロンの安定化に成功した。
① 高周波放射部の形状最適化により、ジャイロト
ロン内部の高周波散乱を激減させ、内部機器の
温度上昇を抑制
② 電子銃のビーム電流を一定制御することにより、
大電力高周波の発振を長時間安定化
③ 電子ビーム軌道計算結果により電子銃の不良電
子ビームを抑制し、高効率発振を実現（発振効
率30％⇒ 50％）
　ITERには総数 24本のジャイロトロンが用いら
れるが、我が国はこのうち８本を供給する。その他、
高周波入射用アンテナ、超伝導コイル、遠隔保守
システム等の主要機器も提供する予定である。
出典　http://www.naka.jaea.go.jp/news/060817.html
注１　ITER（International Thermonuclear Experimental 
Reactor；国際熱核融合実験炉）：核融合炉の実現性実証を
目的とする実験炉を建設・運用する国際共同プロジェクト。
日本、EU、ロシア、米国、中国、韓国が参加する。2005年
６月に仏カダラッシュに建設が決定した。建設期間約10年、
運転期間約 20年間の計画で、核融合出力 50万 kWが予定
されている。
注２　ジャイロトロン：電子銃で放出した熱電子ビームを
磁場で旋回させ、回転エネルギーを高周波電磁波として外
部に出力する発振管の一種。1000kW級の高周波電磁波を
定常出力可能。
ジャイロトロン外観 ジャイロトロン断面図 
ジャイロトロン（出力500kW以上）の開発進展状況 
写真・図表は原子力機構より提供
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　譖日本原子力学会では、学会内の連絡会のひと
つとして 2006 年５月に「シニアネットワーク」を
設立した。学会員かつ退職者を対象としており、
現在の会員は約 80名である。シニアが中心とな
りネットワーク組織を運営する。原子炉の経年化
問題や技術継承へ対応し、また 2007 年問題を機に
議論されているシニア人材活用を通じて、これか
らの原子力分野の発展に貢献することを目的とし
ている。ネットワークの活動としては、①経験を
活かした原子力の平和利用に資する活動、②原子
力学会の活動推進、③「大学生とシニアとの対話」
の推進、④産業界でのネットワークの拡充、⑤小
中高校生にも理解の輪を広げる活動、などをあげ
ている。また学会内のシニアを核として、同学会
内の他委員会ネットワークや、シニア以外の研究
者、技術者、関連機関や組織とも連携を組み、エ
ネルギー問題を正しく社会に発信すること、学生
のキャリア支援を行うことも活動内容としている。
　その具体的活動のひとつとして、2006 年７月に
第一回シンポジウム「石油を浪費しない社会の構
築とシニアの役割」が、エネルギー･資源学会、資源・
素材学会、物理探査学会、石油技術協会の後援を
得て開催された。講演では、石油資源消費を節減
するには、省エネルギーの徹底・強化と、原子力
と自然エネルギーの大規模開発の必要性、オイル
ピークの影響大である運輸用代替燃料開発の必要
性、エネルギーインフラの再構築などが提案され
た。またシニアを主体としてエネルギーと食料問
題を検討している「NPO法人海ロマン 21」は、日
本は世界第一位の海運業、第二位の水産業である
ことから、海の活用でリーダーシップを発揮でき
る立場にあると説明があった。さらに、さまざま
な発電におけるエネルギー収支比についての説明
がなされた。これらの３講演は、シニアの方々に
よって行われた。
　パネル討論では、大学での原子力教育、原子力
分野の人材の現状、海外におけるシニアの活動事
例などが紹介された。現在、原子力教員協議会会
員校は 19大学、25専攻・学科である。従来、大学
学部や大学院の「原子力」であった名称が、近年「量
子」や「エネルギーシステム」などに改名されて、
原子力に関する講義がされている。また、原子力
関係学科の学部卒業生総数は年間約 700 名、大学
院修了者約 400名であるが、原子力分野（放射線・
材料など関連分野）への就職者は約 150 名で、卒
業生の約 75％が原子力関係分野への就職を希望し
ているにもかかわらず、希望者の約 60％は原子力
分野以外に就職している１）。
　海外におけるシニア活用の事例も紹介された。
カナダでは年齢にかかわらず研究費がある限り研
究は継続でき、70歳過ぎの現役研究者の事例や、
ヨーロッパや台湾でのシニア活用の事例が発表さ
れた１）。また、今回のネットワーク設立のさきが
けとしてシニア主体の有志によって設立された組
織「エネルギー問題に発言する会」からは、シニ
アはボランティア活動を基本とし、人脈による組
織を有効に活用し、活動は自発的参加を基本とす
ること、また偏見報道へのクレーム、パブリック
コメントへの対応、メディアの取材対応、政策提言、
政治家等への直接説明等の活動を行うことが紹介
された。さらに、学生からはこれまでに行われた
シニアの方々との対話活動が報告された。
　現在、このようなシニアを中心とした組織の設
立や活動は、日本の多くの学会で検討されており、
特にこれから問題視されるインフラの経年化問題
や技術継承への解決策として注目される。
 エネルギー分野 TOPICS Energy
　2006年 5月、譖日本原子力学会では、学会内の連絡会のひとつとして学会員かつ退職者を対象とし
た「シニアネットワーク」を設立した。原子炉の経年化問題や技術継承へ対応、また2007年問題を機
に議論されているシニア人材活用を通じて、これからの原子力分野の発展に貢献することを目的として
いる。活動としては、①経験を活かした原子力の平和利用に資する活動、②原子力学会の活動推進、③「大
学生とシニアとの対話」の推進、④産業界でのネットワークの拡充、⑤小中高校生にも理解の輪を広げる
活動、などをあげており、７月には第一回シンポジウム 「石油を浪費しない社会の構築とシニアの役割」
を開催した。現在、このようなシニアを中心とした組織の設立や活動は、日本の多くの学会で検討されて
おり、特にインフラの経年化問題や技術継承への解決策として注目される。
トピックス4　日本原子力学会「シニアネットワーク」の設立
参考 １） 「科学技術動向」原子力分野における人材育
成の必要性・現状・課題（2003年 9月）、
大学におけるシニア研究者の現状とこれか
らの役割（2005年 5月）
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 フロンティア分野 TOPICS Frontier
　2006年 7月 31日、Z宇宙航空研究開発機構（JAXA）は「カウントダウンSELENE―月探査の
新世紀―」 と題するシンポジウムを開催した。日本、米国、イタリア、インド、中国の月探査プロジェク
トの進捗状況が各国の関係者から報告された。各国とも月周回衛星や着陸機による月面の地形や構成物
質の探査を計画している。我が国は、2007年度にＨ‐ⅡAロケットにより月周回衛星 「SELENE」
の打上げを予定している。中国からは、月面着陸段階において、3機の着陸機で探査を行うとともに夜間
のサバイバル技術にも挑戦する計画が示された。各国の計画が順調に進行すれば、今後1、2年内に、本
格的な月面活動に向けての基礎データが大量に取得されると予想される。
トピックス5　月面着陸を目指す各国の月探査計画
　2006 年７月 31 日、C宇宙航空研究開発機構
（JAXA）は「カウントダウンSELENE―月探査の
新世紀―」と題するシンポジウムを開催し、我が
国の月周回衛星SELENEの開発の現状と今後の月
探査の展望を示した。米国・イタリア・中国・イ
ンドの月探査プロジェクト関係者による各国の動
向紹介も行われた。
　我が国の月周回衛星「SELENE①」は、2007 年
度にＨ‐ⅡＡロケットによる打上げを予定している。
SELENEは優れた科学データが取得できる観測機
器を搭載する。観測機器としては、蛍光Ｘ線分光計・
ガンマ線分光計・月カメラ・レーザ高度計・レー
ダサウンダ・磁力計・プラズマイメージャ・ハイ
ビジョンカメラなど 15種類がある。副衛星として
リレー衛星（RSAT）及びVRAD②衛星（VSAT）
が分離され、３個の衛星が月を周回することにな
る。これらの観測機器により、月全域にわたって
元素分布・鉱物分布・表層構造・重力分布・磁場
分布・月周辺環境・地球圏プラズマなどの観測が
行われる。また、SELENE以後の月探査プロジェ
クトはまだ具体化していないが、既に月面着陸技
術、月面ローバ（月面探査車）、月面天文台、約 15
日間続く月面での夜間の電力確保（サバイバル技
術）などの研究が行われている。
　米国航空宇宙局（NASA）は、将来の有人月探
査に先立つ無人月探査計画（LPRP③）として周回
衛星及び着陸機を打ち上げ、月の熱環境や氷の存
在などを調査する。
　イタリアは独自の国家プログラムとして月面ロ
ーバを着陸させることを計画している。このロー
バにより月のその場観測や掘削を行うことなどを
検討している。
　インドは極軌道衛星打上げ用ロケットPSLVに
より 2008 年に月周回衛星「チャンドラヤーン」を
打ち上げる計画である。月の起源や進化の研究の
ために、月の元素構成、放射性元素の分布や地形
及び高度などのデジタルデータを取得する。観測
機器はインドで開発されるものだけでなく、米国
や欧州などとの共同開発の機器も含まれ、積極的
に国際協力を進めている。
　中国は 2007 年４月頃に月探査の第１段階として
月周回衛星「嫦娥‐１」（チャンウ１号）を長征３
号ロケットにより打ち上げる予定である。立体視
カメラ、高度計、ガンマ線分光計、Ｘ線分光計、宇
宙環境計測などの観測装置を搭載する。衛星の製
造は 2006 年 12 月には完了する予定である。月探
査のデータは昆明や北京に設置されている受信ア
ンテナに向けて送信される。これらのアンテナは、
既に欧州宇宙機関（ESA）の月周回衛星「Smart‐1」
との通信に成功している。中国は第２段階として
月着陸、第３段階としてサンプルリターンを行う
という三段階の月探査計画を立案している。第２
段階では３機の着陸機を月に送り込み、着陸地点
での探査、ローバでの移動探査、サンプルの試験
的な採集などを段階的に実施していく中で、夜間
のサバイバル技術にも挑戦する。
　各国の月探査計画が順調に進行すれば、今後１、
２年内に本格的な月面活動に向けての基礎データ
が大量に取得されると予想される。
①SELENE：SELenological and ENgineering Explorer
② VRAD：VLBI RADio source（超長基線干渉計の電波源）
③LPRP：Lunar Precursor Robotic Program
Illustrated by JAXA
SELENEの外観
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科学技術動向研究
ITS による自動車の
社会・環境負荷低減に向けて
 竹内　寛爾 前田　征児
 情報・通信ユニット 環境・エネルギーユニット
　ガソリン内燃機関型の自動車
が誕生しておよそ 120年。自動車
はなくてはならない存在となって
いる。自動車は経済発展の貢献に
留まらず、走る喜び、楽しさを通
じて人々の暮らしを豊かにしてき
た。現在、日本のものづくりの代
名詞ともなった「自動車産業」は、
我が国の経済成長を牽引し、部品
から最終製品に至るまで高品質で
世界をリードし、経済・社会の発
展に大きく貢献してきた。
　世界では既に、約８億台もの自
動車が保有されている。2050年に
は世界人口が 90億人を超える予
想１）、特に近年、経済成長が著し
いブラジル、ロシア、インド、中国
といったBRICs 諸国の発展を踏
まえると、世界の自動車保有台数
は５年間に１億台のペースで増加
していくという試算もされている。
自動車関連企業にとっては、この
ような市場拡大は喜ばしいが、急
速なモータリゼーションの拡大が、
むしろ交通事故、渋滞、環境負荷、
エネルギー消費の増大を招き、人々
の暮らしを脅かす負の側面が深刻
化する恐れがある。世界の交通事
故死者数は 2002 年に 118 万人に
達し、すなわち１日あたり 3,000
人以上が交通事故で亡くなってい
ると推計２）されている。これは、
ジャンボジェット機が１日に６機
以上墜落する数に相当する。
　利便性・快適性といった正の側
面の最大化と、事故・渋滞、環境
負荷、エネルギー問題のような負
の側面の最小化の両立なくして、
持続可能なモビリティ社会の実現
はない。これは、自動車立国とも
言える我が国が率先して解決に取
組み、国際社会に貢献すべき最重
要課題である。これらに対する有
望な解決手段の一つとして、高度
交通システム（ITS：Intelligent 
Transport Systems）が取り組ま
れている。
　本稿では、我が国の自動車社
会における ITS の現状と課題を
俯瞰し、ITSの技術動向とともに、
快適かつ安全・安心で環境負荷
低減に向けた持続可能なモビリ
ティ社会の両立についての方策
を展望する。
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
2   自動車社会の現状と課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
我が国における ITSの現状
　ITSとは、「情報通信技術を用
い、車両・道路・人を三位一体と
して捉え、安全性の向上、輸送効
率の向上、快適性の向上、さらに
は環境保全を目指すシステムを形
成すること」、と定義されている
（図表１）。我が国では、1996年に
国家プロジェクトとして発表され
て以来、警察庁、総務省、経済産
業省、国土交通省の４省庁（当時
５省庁）とその関係外部団体を中
心に、国家主導で推進されてきた。
また、産業界を中心に、関係団体、
学識経験者等からなる非営利活動
法人として ITS‐Japan が設立さ
れ、４省庁との連携のもと推進活
動が展開されている（図表２）。
　図表３は我が国における ITS施
策経緯を示している。1996年の全
体構想策定以降、一貫して我が国
の重要な政策のひとつとして位置
づけられてきている。第３期科学
技術基本計画のなかでもエネルギ
ー分野、情報通信分野、社会基盤
分野で重要な研究開発課題に挙げ
られている。
　ITS の開発分野は、1995 年８
月に関係５省庁（当時）によっ
て策定された「道路・交通・車
両分野における情報化実施指針」
のなかで、図表４に示すような
９つの分野に定められた。これ
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までに、1990 年代後半から、カ
ーナビゲーションシステムおよ
び VICS 注１）（Vehicle Information 
Communication System： 道 路
交通情報通信システム）の普及
が進み、2001 年からは ETC注２）
（Electronic Toll Collection： 自 動
料金支払システム）の普及が始
まった（図表５）。2006 年３月時
点で、カーナビゲーションは累計
2,200 万台、VICS は 1,500 万台を
超える市場となっている。ETCは、
2006 年６月時点で累計 1,200 万台
に搭載され、全国の高速道路で同
サービス利用率は 62％に迫ろう
としている。このように我が国の
ITS車載機器の普及は現在、世界
で最も進んでいる。
　これらと並行して、「安全運転
の支援」に関わる要素技術開発
図表１　ITS の概念図
参考文献３）を基に科学技術動向研究センタ
ーにて作成
図表２　我が国の ITS 推進体制
参考文献４）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表３　我が国の ITS 施策経緯（全体構想策定以降を抜粋）
発表年月 政策 概略
1996年 7月 ITS推進に関する全体構想
５省庁（当時）が連携して利用者サービスと今後 20年間の開発・発展計画を定めたマスタープ
ランを策定。
2001年 1月 e‐Japan戦略
移動・交通分野の目指すべき社会像として、「ITSの導入により、目的地に最適な交通手段で最
短の時間で行くことができ、渋滞や事故の少ない、安全で快適な移動が可能となる」
2004年 6月 e‐Japan重点計画‐2004
最先端の情報通信技術等を活用し、渋滞、交通事故、環境悪化等道路交通問題の解決を図る ITS
を推進。
2004年 10月 ITS推進の指針
産学官及びユーザーなどからなる「日本 ITS推進会議」による今後の ITSの基本戦略として ITS
世界会議で世界に発信。
2005年 2月 IT政策パッケージ‐2005
ITSの高度化に向けた取り組みとして、狭域通信（DSRC）システムの推進、交通事故防止のた
めの運転支援システムの推進、さらには障害者や高齢者等の安全で円滑な移動支援など。
2006年 1月 IT新改革戦略
IT基盤の確立・普及に力点が置かれていたこれまでの戦略に対し、ITを活かす段階へ。インフ
ラ協調による安全運転支援システムの実用化により、交通事故死傷者、交通事故件数を削減する。
参考文献４、５）を基に科学技術動向研究センターにて作成
注1　VICS：VICSセンターで編集、処理された渋滞情報や交通規制などの道路交
通情報を送信し、カーナビゲーションなどの車載器に文字・図形で表示する情報シス
テム。
注2　ETC：主として有料道路で用いられているノンストップ自動料金支払いシス
テム。料金所のゲートに設置されたアンテナと車載器間で無線通信し、料金を支払う。
■用語説明■
図表４　ITS の 9 つの開発分野
ITSの開発分野 開発内容および実現している主な要素技術
1
ナビゲーションシステムの
高度化
VICS等によるナビゲーションシステムの高度化
⇒　カーナビゲーション、VICS
2 自動料金収受システム 料金所等でのノンストップ化　⇒　ETC
3 安全運転の支援 危険警告・自動運転　⇒　ASV、AHS
4 交通管理の最適化 経路誘導、信号制御等
5 道路管理の効率化 特殊車両等管理、通行規制状況の提供等
6 公共交通の支援 公共交通の運行状況の提供等
7 商用車の効率化 商用車の運行管理支援、連続自動運転
8 歩行者等の支援 歩行者等への経路・施設案内
9 緊急車両の運行支援 緊急時自動通報、災害・事故発生時の状況などの伝達等
参考文献４、６）を基に科学技術動向研究センターにて作成
科 学 技 術 動 向　2006年 9月号
10 Science & Technology Trends   September  2006 11
ITS による自動車の社会・環境負荷低減に向けて
も進展している。車両内のエレク
トロニクス技術を発展させ、自
動車本体の安全性、利便性を向
上させる目的で開発されてきた
の が ASV（Advanced Safety 
Vehicle：先進安全自動車）である。
ASVは国土交通省を主体に第１
期計画（1991～ 1995年度）から第
２期計画（1996 ～ 2000 年度）を
経て、現在第３期（2001～ 2005年
度）計画まで終了している。その
基本理念は、安全運転はあくまで
もドライバーが主体であって、情
報通信技術はそれを支援するのみ
という立場をとっている。
　図表６にASVのイメージを示
す。追突前に運転者に警告する
追突警報、車線を判断しレーン保
持を支援するレーンキープアシス
ト、衝突を事前に判断し運転者の
ブレーキを支援する衝突軽減ブレ
ーキ、暗闇でも視野を確保する暗
視カメラなど、事故を未然に予防
する、いわゆる予防安全の機能が
数多く実用化に至っている。これ
らの機能に加え、カーナビゲーシ
ョン、VICS、ETCのような ITS
を構成する個々の要素技術の研究
開発、普及の両面においても、我
が国は世界でもトップクラスにあ
ると言える。
２‐２
交通事故の現状と課題
　ITSの普及と交通事故の現状は
どのように関係してきたのだろ
うか。
　図表７は我が国の道路交通事故
による交通事故発生件数、死傷者
数および死者数の推移を示してい
る。死者数は 1990 年以降、減少
傾向にあるが、交通事故件数なら
びに死傷者数は依然として右肩上
がりの傾向が続いている。2005年
の死傷者数は 1970 年代後半と比
図表５　ITS 車載機器の普及台数推移
参考文献７）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表６　ASV（先進安全自動車）のイメージ
出典：国土交通省先進安全自動車推進検討会８）
図表７　道路交通事故による交通事故発生件数、死傷者数および死者数
参考文献 11）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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ITS による自動車の社会・環境負荷低減に向けて
較して約２倍増の 116万人となっ
ている。事故件数、死傷者数の増
大は、救急車や警察の出動数の増
加および事故渋滞を引き起こす。
このような間接的な損失を含める
と、経済的損失額は年間４兆円を
超えるとの試算９）もされている。
このような状況を鑑みて、2003年
１月に、今後 10年間で交通事故
死者数を半減するという政府声明
が出された。また、2006 年１月
には、高度情報通信ネットワーク
社会推進戦略本部（IT戦略本部）
が、「IT新改革戦略」の中で、情
報通信技術を用いて 2012 年末の
交通事故死者数を 5,000 人以下に
するという具体的な数値目標を掲
げた 10）。
　図表８秬は交通事故原因の内訳
であるが、その大半は発見の遅れ、
すなわち認知ミスである。これに
判断ミス 16％、操作ミス 12％を
合わせた、およそ 75％が運転者の
事故直前の行動に起因している事
故である。したがって、交通事故
削減には、事故直前の運転者に対
し何らかの対策が必要不可欠と考
えられる。また、交通事故死者数
を年齢層別致死率で見た場合（図
表８秡）、特に 65歳以上の高齢者
が他の年齢層より著しく高くなっ
ている。この原因として、加齢に
よる視力の低下のみならず、判断
速度の低下も報告されている。高
齢化が急速に進むと予測される我
が国にとっては、痛ましい事故を
少しでも低減するためには、高齢
者の交通事故対策は極めて重要に
なる。
　以上の現状を鑑みると、車載機
器あるいはASVといった個別の
機能に焦点を当てた現在の ITS普
及は、我が国の交通事故状況を大
幅に軽減させるに至っていない。
２‐３
自動車の
二酸化炭素排出問題の
現状と課題
　次に、ITSの普及と二酸化炭素
排出量の関係について見てみる。
我が国の運輸部門の二酸化炭素排
出量は 2004 年に 262 百万ｔ‐CO2
に達しており、これは我が国全体
の二酸化炭素排出量の約２割を占
める（図表９）14）。このうち自動車
図表９　運輸部門における二酸化炭素排出量の推移
出典：第35回環境省中央環境審議会地球環境部会資料 14）
図表８　交通事故原因の内訳と年齢層別致死率
参考文献 12、13）を基に科学技術動向研究センターにて作成
交通事故原因の内訳 
科 学 技 術 動 向　2006年 9月号
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ITS による自動車の社会・環境負荷低減に向けて
車両全体から排出された量は 227
百万ｔ‐CO2 で、運輸部門全体の
約９割を占める。2001年をピーク
に減少傾向にあるが、2004年度は
1990年と比較して約２割増加して
いる。車両別内訳を見ると、トラ
ック・バス・タクシーなどの業務
用車両に由来する二酸化炭素排出
量は減少傾向にあるが、マイカー、
社用車などの自家用自動車に由来
する二酸化炭素排出量は一貫して
増加している。
　自家用自動車の二酸化炭素排出
量を左右する要因としては、「自
動車単体の燃費」、「平均走行速
度」、「走行量（台キロ）」の３点
が考えられる 15）。図表 10に、各
要因別に二酸化炭素排出量の推移
をまとめて示す。先ず一点目の「自
動車単体の燃費」を要因とする二
酸化炭素排出量については、近年
着実に減少している。1998年の省
エネルギー法改正でトップランナ
ー燃費基準が設定されて以来、メ
ーカー努力により、自家用ガソリ
ン自動車の新車燃費（10.15 モー
ド）平均値は改善しており、1995
年の 12.3km/褄から 2004 年には
15.4km/褄に達し、約２割向上し
ている 16）。
　二点目の「平均走行速度」を要
因とする二酸化炭素排出量につい
ても、着実に減少してきている。
これは、この間の、カーナビゲー
ション、VICS および ETC など
の ITS技術の普及と無関係ではな
い。例えば、ETCの普及により、
高速道路の全渋滞量に占める料金
所渋滞の割合は 31％から４％に
激減し４）、カーナビゲーションと
VICSの経路誘導により、平均旅
行時間が 4.4％短縮される効果が
報告されている 17）。ITS技術普及
にともなう交通渋滞の解消および
平均走行速度に向上は、二酸化炭
素排出量削減につながっているは
ずである。
　一方、三点目の「走行量（台
キロ）」を要因とする二酸化炭素
排出量は、近年急増しており、結
果として自家用自動車全体の二酸
化炭素排出量削減には至っていな
い。これまでの ITS技術は、自家
用自動車の走行量（台キロ）、すな
わち需要抑制に対しては十分な効
果を有していない。
　二酸化炭素排出量の全国的な
分布状況に目を向けると、大き
な地域格差があり、排出量は大都
市圏において顕著に多いことが
わかる（図表 11）。この原因とし
ては、大都市圏で慢性化する渋滞
による平均走行速度低下と、それ
に伴う燃料消費効率の悪化が挙げ
られる。内燃機関の燃料消費効率
が最も高い走行速度は、ガソリン
車では 50 ～ 60km/h 付近、ディ
ーゼル車では 70km/h付近である
（図表 12）が、渋滞の慢性化した
大都市圏における平均走行速度は
20km/hにも満たない。渋滞で無
駄に消費されている燃料は年間約
910万k褄（原油換算）で、全消費
量の約11％に相当すると試算され
ている 17）。大都市部を中心に、平
均速度を要因とする二酸化炭素排
図表 10　発生要因別に見た自家用自動車の二酸化炭素排出量の推移
出典：第35回環境省中央環境審議会地球環境部会資料
図表 11　二酸化炭素排出量の全国分布
第35回環境省中央環境審議会地球環境部会
図表 12　 自動車の走行速度と燃料消費量の関係 18）
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ITS による自動車の社会・環境負荷低減に向けて
内で統合されたシステムと交通管
制システムのような道路側のイン
フラが情報通信技術によって結ば
れ、道路と自動車（路車）が協調
した「車両インフラ統合システム」
の実現が可能となる。
出量はまだまだ削減の余地が大き
いと言える。
　以上をまとめると、運輸部門の
二酸化炭素排出量削減につながる
効果的なアプローチとしては、以
下の三点が挙げられる。
① 引き続き自動車単体の燃料消費
効率を改善する。
② 運輸部門の中でも自家用乗用車
の交通需要をコントロールして
適正化する。
③ 大都市圏の交通流対策により交
通渋滞を緩和させる。
　②および③のアプローチを推進
する上では、ITS技術の果たす役
割は大きいと考えられ、今後これ
らの点での更なる進化が求められ
ている。
3   ITSの進化 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
セカンドステージ ITSへ
　持続可能なモビリティ社会を実
現するためには、前章で述べた交
通事故、環境負荷という自動車が
もたらした負の遺産を払拭させな
ければならない。カーナビゲーシ
ョン、VICS、ETC、ASV等は広
く浸透し、個別のシステムとして
各々大きな成果を挙げたことは明
らかであるが、個々のシステムだ
けでは負の遺産を大きく解消する
ツールには成り得なかった。ITS
は交通管制システムや安全運転支
援システムと融合・連携すること
で、ITS本来の定義にあるような
「車両・道路・人」の三位一体化
によって負の遺産の解消に資する
手段として発展させていく段階、
「セカンドステージ ITS」の時代
へと移行しつつある。
　セカンドステージ ITS への進
化は、自動車のさらなるエレクト
ロニクス化を抜きには語ることが
できない。セカンドステージ ITS
を技術的観点から整理したもの
が図表 14である。最初は単なる
メカニカル部品の置換に始まり、
MPU（マイクロプロセッサ）が
高性能化するに従い、エレクトロ
ニクスでしか実現することができ
ない機能へと変遷を遂げ、ASV
のような車両内のシステム統合化
（車両統合システム）へと発展し
つつある。今後、自動車はエレク
トロニクスの塊となっていくとい
っても過言ではない。そして車両
図表 13　セカンドステージ ITS の概念
参考文献 19）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 14　技術的観点からみたセカンドステージ ITS への変遷
ABS：Antilocked Braking System（アンチロックブレーキシステム）
EFI：Electronic Fuel Injection（電子制御式燃料噴射装置）
HV：Hybrid Vehicle（ハイブリッド車）
TRC：Traction Control（空転防止制御システム）
VSC：Vehicle Stability Control（車両安定性制御システム）
参考文献 20) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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ITS による自動車の社会・環境負荷低減に向けて
３‐３
交通事故削減に向けた
ITSの進化
　交通事故の 75％が認知・判断・
操作ミスに関連し、事故直前の
行動に起因している。２‐２に
述べたように、ASVの改善の中
で、認知ミスに対しては情報提供
機能、判断ミスに対しては警報機
能、走行支援機能、操作ミスに対
しては操作支援機能をそれぞれ車
両に付加することによって、運転
者のミスを低減させる研究開発が
行なわれている。しかし、これま
でのASVのような車両単独の自
律型安全システムだけでは交通事
故削減には限界がある。図表 17
は車両のみで成し得る完全な予防
安全・事故回避・衝突安全などを
装備した自律型安全システムが実
現できたと仮定し、さらに同じ機
能が全車両に設置されたという仮
定で交通事故死者数のシミュレー
ションを行なった結果である。こ
れを見ると、全ての車両に自律
型システムが導入されたと仮定し
ても、死者数を十分抑制すること
ができない。その理由は、交通事
故の大半が、見通しの悪い交差点
や出会い頭などでの認知ミスある
いは判断ミスに起因するからであ
る。この種の事故要因は自律型安
全システムでは回避することが困
難である。
　したがって、さらなる死者数低
減のためには、自律型安全システ
３‐２
通信方式の共通化
　システム間の連携として、まず
は車両と道路間で情報を通信する
「路車間通信」が導入されようと
している。それには路車協調シス
テムの基盤技術である「通信方式
の共通化」および、「高速度で通
過しても通信可能な伝送速度の確
保」が必要不可欠である。無線通
信方式の候補として、図表 15に
示すように 5.8GHz 狭域無線通信
（DSRC：Dedicated Short Range 
Communication）方式が検討され
ている。現行の車載機器は交通情
報を得るためのVICS通信に道路
および設置環境に応じて光ビーコ
ン、電波ビーコン、FM多重放送
の３つのアンテナを備える必要が
ある（図表 16）。さらに、ETC用
には別途 5.8GHz DSRC用アンテ
ナが必要となる。多数の通信方
式を混在して利用していてはコ
スト面でマイナスとなり、普及を
妨げる。そこで、現在ETCで用
いられている 5.8GHz DSRCに通
信規格を一本化し、電波ビーコン
を用いた路車協調通信はもちろん、
ETC、インターネット、駐車場等
の多用途決済にも利用することが
検討されている。これは、2007 年
に実用化予定となっている。
図表 15　ITS 車載機器にみる通信方式の現状と今後
秬  現行の通信方式 秡  今後予定されている通信方式
参考文献 21）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 16　通信方式の分類
5.8GHz DSRC 光ビーコン 電波ビーコン FM多重放送
設置・受信
可能場所
一般道、
高速道路（予定）
一般道路 主に高速道路
NHK　FM放送
サービスエリア
通信形態
双方向通信
（路側⇔車）
双方向通信
（路側⇔車）
双方向通信
（路側⇔車）
単方向通信
（路側⇒車）
通信エリア ～30ｍ 約 3.5 ｍ ～ 70ｍ 半径 10～ 50km
周波数 5.8GHz 赤外線 2.5GHz 80MHz
通信速度／伝送
容量（理論値）
4Mbps/50KB 1Mbps/10KB 64kbps/8KB 8kbps/50KB
用途
VICSおよび
次世代道路
サービス
VICSのみ
参考文献 22）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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ITS による自動車の社会・環境負荷低減に向けて
ムの安全性能向上に加えて、路車
間、あるいは車車間、さらには歩
行者と自動車間（歩車間）におけ
る情報通信を通じて、運転手の認
知支援を行なう車両インフラ統合
システムの実現が欠かせない。以
下に、そのようなシステムの実験
例を示す。
盧路車協調 ITS（走行支援道路
　システム）の実験例
　路車協調による安全運転支援シ
ステムは、技術研究組合である走
行支援道路システム開発機構によ
り、AHS（Advanced cruise-assist 
Highway System：走行支援道路
システム）という形で取り組まれ
ている。
　首都高速道路では、21％の事故
が、事故多発カーブ（約６％）に
集中して起きている。首都高速
４号新宿線上りの参宮橋カーブ
区間において、現在普及している
車載機器（３メディアVICS対応
カーナビ注３） を用いて、一般車
両に対し 2005 年３月から３ヶ月
間、実証実験を行なった。この実
験は、図表 18に示すように、カ
ーブ付近で渋滞している際に、路
側にある赤外線センサで状況を検
知し、同じく路側に設置されてい
る 300m前方のVICS ビーコンを
通じて車側にカーブ先の状況を簡
易図形で警告するというものであ
る。この仕組みにより、前年度比
較で60％もの事故件数削減が確認
され、アンケートの結果、特に高
齢者の80％が役に立ったと回答し
た。掲示板のような常時警告は警
告不信に陥る可能性があるが、こ
のシステムでは実際にカーブ付近
が渋滞しているときのみ警報を表
示するため、警告効果が高い。今
回は既存車載機器を用いての実
証であったが、将来的に 5.8GHz 
DSRC方式が採用された後には双
方向に通信速度が向上するため、
技術的に車両の介入制御をするこ
とも可能となる。
盪歩車協調 ITS（ICタグ活用
　システム）の実験例
　図表 19は、歩行者と自動車間
で通信を行なう歩車協調システ
ムの実証実験例である。従来、運
転者からは交差点の死角に入っ
た歩行者の有無は判別できなかっ
たが、インフラ統合型システムの
場合は ICタグより発せられた信
号を交差点のレシーバを介し、車
両内のシステムに情報を提供する
ことができる。これによって、運
転手が視覚によって認知する以前
に、歩行者の存在を通知したり、
自動的に制動をかけたりして、未
然に事故を回避することが可能と
なる。また、逆に歩行者に対して
も近づいてくる自動車の存在を警
告するようなシステムも構成可能
である。この実験ではおよそ80％
のドライバーが有効であると回答
した。
　一方、歩車協調 ITS システム
で提供される情報が不明確であっ
たり、不必要な情報が多すぎたり
すると、ドライバーに心理的な混
乱を与え、かえって運転操作ミス
図表 17　交通事故死者数のシミュレーション結果
参考文献 23）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 18　ITS による路車協調システムの事例
出典： AHSRAホームページ 24）より
注3　3メディアVICS対応カーナビ：光ビーコン、電波ビーコン、FM多重放
送の3メディアに対応したVICS。
■用語説明■
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を招く可能性が高まる。また、ド
ライバーがシステムを過度に信
頼しすぎても、主体性の欠如した
緩慢な運転操作を誘発して危険で
ある。従って、歩車協調 ITS シ
ステムの実現においては、ドラ
イバーの行動心理、認識、情報
処理能力に対する理解を深め、適
切なヒューマンマシンインターフ
ェース（HMI：Human Machine 
Interface）を構築することが不可
欠である。このため、情報通信技
術以外に認知科学や人間工学など
多様な分野の融合研究対象となっ
ており、様々な学協会において活
発に検討されている（図表20）。
３‐４
二酸化炭素排出量削減に
向けた ITSの進化
　二酸化炭素排出量削減という意
味においても、インフラ側システ
ムと車両側システムを一体統合し
た新しい ITS技術の開発が検討さ
れている。以下に交通需要抑制策
および交通流対策としての事例を
示す。
盧AHS技術を用いた渋滞防止
　システムの検討
　料金所以外の高速道路の渋滞要
因箇所として問題となっているの
は、サグ・トンネル部およびイン
ターチェンジ等の合流部である。
高速道路で下り坂から上り坂に移
った地点を「サグ」と呼ぶが、ド
図表 19　ITS による見えない相手（対歩行者）に対する例
出典：参考文献 25）
図表 20　学協会の活動一覧
学会名 研究会名 研究対象
電子情報通信学会
高度交通システム（ITS）研究会
主な対象分野は、ITS施策、ITS通信技術、カーエレクトロニクス、ITS道路交
通基盤技術、ITSセンシング技術、ITS情報技術
パターン認識・メディア理解
（PRMU）研究会
画像や音声などを代表とする各種パターンメディアを、認識・理解をする基礎
理論からその手法、各種応用技術までを対象
情報処理学会
高度交通システム（ITS）研究会
主な研究分野は、交通管理、運転支援、画像処理、通信方式、ネットワーク技術、
情報提供、アプリケーション
CVIM（コンピュータビジョンおよび
イメージメディア）研究会
視覚情報処理による研究
ユビキタスコンピューティング
システム研究会
自動車を含む都市情報インフラ上での人間中心のサービスやユビキタス情報処
理について
モバイルコンピューティングと
ユビキタス通信（MBL）研究会
モバイルコンピューティングに関して、基礎となる理論・技術、通信プロトコル、
コンピュータアーキテクチャ、オペレーティングシステム、アプリケーション、
応用事例、管理運用、さらに社会科学的考察など
電気学会
ITS研究会
主な研究分野は、交通計測システム、交通管理システム、交通情報システム、
運転支援システム
交通工学研究会 ITS研究委員会
ITS技術を活用した交通工学（交通需要マネジメント等）により交通諸課題に
対応する
計測自動制御学会
スマートビークルシステム
調査研究会
ITS等の最先端の基盤技術・システム化技術を統融合することで、高機能で安全・
快適、人間や環境にやさしい次世代の知的ビークルシステム（スマートビーク
ルシステム）の創出
土木学会
実践的 ITS研究特別委員会
交通基盤情報ビジネス小委員会
土木面から見た ITSへの提言
大学
東京大学　生産技術研究所
ITSセンター
交通シミュレータ（TS）、運転シミュレータ（DS）、および最新の画像情報技
術を融合した、複合現実感交通実験環境によるマクロからミクロまでマルチス
ケールの交通シミュレーション
高知工科大学　総合研究所
地域 ITS社会研究センター
各地で得られた地域 ITSの成果などの共有化を図り、産学官協働の基に、地域
社会に適応した ITS施策を企画・立案し推進することにより、地域社会の活性
化へ寄与する
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ライバーが意識せずに減速するこ
とで、後続車両の渋滞発生原因と
なることが知られている 26）。同
様に、トンネル部においても、入
口での明暗変化によりドライバ
ーが無意識に減速することで、後
続車両の渋滞発生原因になってい
る（図表 21）。このようなドライ
バーの心理的要因による交通流停
滞を防止する目的で、先に述べた
AHS技術を用いた渋滞防止シス
テムの開発が検討されている。本
システムは、センサ・路車間通信
技術・ITS車載機器を用い、余裕
のある車線への車両誘導や、渋滞
原因となる車群先頭車両への注意
喚起を行なうことで交通円滑化を
図ろうとするものである。
盪路車協調型リアルタイム信号
　制御の検討
　現在の信号制御の問題点は、非
定常の交通状況（事故、工事等）
に柔軟に対応できない点にある。
そこで路車間通信と協調を行なう
ことにより、精度の高い道路交通
情報収集と効果的な交通誘導・分
散を実現する、「路車協調型リア
ルタイム信号制御」と呼ばれる高
度な信号制御方法が検討されてい
る 27、28）。本信号制御方式は、ITS
技術を用いて交通流の信号待ち
による遅れ時間を直接計測し、そ
の遅れを最小化するよう信号パラ
メータをリアルタイムに自動生成
し、交通流の変化に柔軟に対応し
た信号制御を実現する。実際の道
路に本システムを導入して実験を
行った結果、導入区間の通過時間
が５～20％改善される効果が見ら
れた 29）。
　海外の事例としては、90 年代
初頭にスウェーデンにて「Green 
Wave System」と呼ばれる信号
制御システムが考案された（図
表 22）30）。このシステムは、信号
を常に青で通過できるように自
動車の速度をコントロールし、交
通の円滑な流れを実現しようとす
るものである。インフラ側で交通
流を検知し、信号変化のタイミン
グを考慮して車両が信号交差点を
無停止で走行できる速度を算出
し、路側ビーコンで車両側に通信
する。車両側ではこのデータに基
づき、先行車との車間を保持しな
がら走行速度を自動調整すること
で、交差点を常に無停止で走行す
ることが可能となる。考案された
当時は ITS 関連技術が未成熟で
あったため、実システムを用いた
検証には至らなかった。オースト
ラリアで 1987 年に実施された信
号速度無停止実験では、信号停止
回数が 50％に減少し、燃料消費
量が６～ 15％低減される効果が
確認されている 31）。このシステム
は今後、双方向路車間通信技術と
ACC（Adaptive Cruise Control；
ブレーキ併用式定速走行装置）技
術の統合化により、実現が期待さ
れている。
図表 21　サグ部での渋滞発生メカニズムとAHS技術を用いた渋滞防止システム
出典：参考文献４）
図表 22　スウェーデンの信号同期速度制御システム「Green Wave System」
出典：参考文献 30）
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蘯交通需要マネジメント
　（Transportation Demand
 Management；TDM）
　これまでの道路政策において
は、経済発展を優先して、増大す
る自動車交通需要に対応すべく、
交通容量確保と渋滞解消を主要課
題として、バイパス新設や環状道
路整備などを行ってきた。今後は、
地球環境保全と経済活力維持との
両立が重要であり、交通容量確保
とともに交通需要適正化の視点を
加味した道路政策の推進が望まれ
るようになる。
　料金政策、規制、誘導などのソ
フト施策を中心にドライバーの行
動変更を促し、交通需要量を抑制
する政策を「交通需要マネジメン
ト（TDM）」と呼ぶ。具体的な施
策としては、「パーク＆ライド」「カ
ーシェアリング」「ロードプライ
シング」「公共交通活用」等があ
る。これらTDM施策は二酸化炭
素削減に有効であると認識されて
いながら、ユーザーの利便性の欠
如や費用対効果の面で、これまで
は導入が進展していなかった。近
年、都市づくりの観点から、ITS
技術を活用したTDM施策への取
組みが、全国各地で活発化してい
る 32）。
　一例として「カーシェアリン
グ」についてここで紹介する。「カ
ーシェアリング」とは自動車を複
数の会員で組織的に共同利用する
形態である。自動車への過度の依
存を抑制し、公共交通の利用促進
等により、環境負荷低減に有効で
あることが知られてはいたが、共
同所有に特有の運用面での煩雑さ
が原因で普及が進んでこなかっ
た 33）。カーシェアリングに ITS
を活用することで、このような
煩雑さが軽減可能となり、欧米諸
国を中心にカーシェアリング事業
が着実に拡大している。カーシェ
アリングは車に関するユーザー個
人の固定費負担を軽減できること
から、電気自動車（EV）などの、
低公害車の普及を促進する施策と
しても実績をあげつつある 34）。
　一方、国内におけるカーシェア
リングは、徐々に事例が増えては
いるものの、欧米諸国ほどの広が
りを見せていない。その原因とし
ては、①社会的メリットの理解不
足、②ステータスシンボルとして
の車所有への根強い意識、③総合
的な交通需要管理手段としての認
識不足、④駐車場確保の困難さ、
⑤採算性の課題、などがあり、要
因相互で悪循環を生んでいる。何
れの要因も日本固有のものではな
く、一つ一つ対策の積み重ねで克
服可能な問題である。近年、日本
でも心と体の健康と地球環境に配
慮 し た、「LOHAS（Lifestyles of 
Health and Sustainability）」 と 呼
ばれるライフスタイルを志向する
人が着実に増加しており、今後、
こうした人々が支持者となってカ
ーシェアリングが定着する可能性
は高い。
盻プローブ情報活用サービス
　自動車には多いもので約 150種
ものセンサが使用されており、そ
のセンサから得られる情報を「プ
ローブ情報」と呼んでいる。自動
車そのものを移動体の交通観測モ
ニタリング装置と捉え、プローブ
情報を無線通信により収集するこ
とで、車両挙動、位置情報を把握
し、より良い交通流あるいは交通
行動を算出し、更には気候や自然
に係わる状況をモニタリングする
こともできる。プローブ情報の特
徴はVICSが設置されている幹線
以外でもきめ細かな道路情報や、
車両状態そのものを把握可能であ
る点にある。プローブ情報のデー
タの収集では、一般の携帯電話網
など既存の通信インフラも使える
ことから、民間企業が先行してプ
ローブ情報を活用したサービス提
供を行っている。通常のVICSで
交通情報が提供されている区間は
約 4.2 万 km程度だが、プローブ
情報を活用すると、約 35.6 万 km
もの区間をカバーできる 35）。今
後、これらをカーナビゲーション
やVICSの機能と一体化すること
で、気象条件、車線別情報や路面
状況まで含む、よりきめ細かで精
度の高い経路誘導を実施すること
が可能になる。
眈二酸化炭素削減のポテンシャル
　以上見てきたとおり、従来のカ
ーナビゲーション、VICSおよび
ETCを中心とした ITS技術から
一歩進化し、インフラと車両を統
合した ITS技術の導入や、交通施
策と一体で ITSを利活用すること
で、二酸化炭素排出量削減につな
がる可能性があり、そのポテンシ
ャルについて図表 23にまとめて
示す。従来のカーナビゲーション、
VICSおよびETCによる二酸化炭
素排出削減ポテンシャルの合計は
360万ｔ‐CO2 であるが、セカンド
ステージ ITS技術で期待できる二
酸化炭素排出削減ポテンシャルの
合計は 1,300 万ｔ‐CO2 と試算さ
れる。我が国の京都議定書目標達
成計画において、運輸部門全体で
は 4,600 万ｔ‐CO2 の削減目標が掲
げられている。セカンドステージ
ITS技術の導入は非常に重要な位
置付けにあることがわかる。
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　ITS分野の国際標準化に向けた
取組みとしては、以下の２つの動
きがある。
　第一に、国際標準化機構（ISO）
の技術専門委員会であるTC204
において、ITS 分野の国際標準
化に向けた取組みが進んでいる。
TC204 は図表 24 に示す 12 のワ
ーキンググループ（WG）に分か
れている。日本はTC204 総会に
投票権を持つメンバーとして参加
し、WG3 とWG14 の幹事国を務
めるなど、積極的な貢献を果たし
ている。
　一方、地上および宇宙における
周波数利用に関する国際規約と条
約の採択を行っている国際組織に
国際電気通信連合（ITU）がある
が、この中で ITS関連の具体的作
業を進める部門として、無線通信
部門（ITU‐R）の SG8 がある。
2000 年５月には、日本のETC用
DSRC無線通信方式が ITU‐Rの
国際勧告として正式に承認され、
これまでのところは、日本が先行
して開発し、実績を挙げた方式を、
国際標準の中に織り込むことに成
図表 23　ITS 技術による省エネルギー化
効果 ITS技術 CO2 削減量試算例 備考
交通管理システムに
よる交通流の円滑化
信号制御 100万ｔ‐CO2（＊１） 感応型信号の設置
ETC 60万ｔ‐CO2（＊１） 料金所渋滞解消、路上駐停車排除等
情報提供システム
による効率的走行
交通情報提供（VICS） 100万ｔ‐CO2（＊２） VICS普及率20％、VICS装着車の到達時間削減効果4.4％と仮定
経路誘導（カーナビゲーション） 200万ｔ‐CO2（＊２）
カーナビゲーション普及率 30％、装着車の迷走削減効果 2.4％
と仮定
車両制御による
効率的走行
自動追従走行システム（ACCS） 2万ｔ‐CO2（＊３） 高速道路サグ渋滞解消、ACCS普及率 10％
オートクルーズ機能付車両 20万ｔ‐CO2（＊１）
走行量の低減
交通需要マネジメント（TDM） 360万ｔ‐CO2（＊１） 主要都市の乗用車分担率低減
共同集配情報提供システム 110万ｔ‐CO2（＊２） 営業用貨物車の積載率 56.3％と仮定
カーシェアリング 760万ｔ‐CO2（＊４） カーシェアリング普及率５％と仮定
＊１：「地球温暖化対策推進への自工会の取組み」、JAMA Report No.90、譖日本自動車工業会
＊２：「平成９年度 ITSによる省エネルギー施策と効果」、譛省エネルギーセンター
＊３：「平成８年度 ITSと省エネルギー効果」、譛省エネルギーセンター
＊４：「カーシェアリングによる環境負荷低減効果及び普及方策検討報告書」、譛交通エコロジー・モビリティ財団、2006年３月
　　　の各データを元に科学技術動向研究センターにて試算
4   国際標準化動向と日本の役割 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表 24　ITS の国際標準化活動：
  ISO/TC204のワーキンググルー
プ構成
ワーキンググループ 幹事国
WG1 システム機能構成 英国
WG3 ITSデータベース技術 日本
WG4 車両・貨物自動認識 ノルウェー
WG5 料金収受 オランダ
WG7 商用車運行管理 カナダ
WG8 公共交通 米国
WG9 交通管理 英国
WG10 旅行者情報 英国
WG11 ナビ・経路誘導 ドイツ
WG14 走行制御 日本
WG15 狭域通信 ドイツ
WG16 広域通信 米国
参考文献４）を基に科学技術動向研究センターに
て作成
図表 25　交通事故死者数のうち歩行中の占める割合
参考文献 36）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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ITS による自動車の社会・環境負荷低減に向けて
功している。
　インフラ統合型のセカンドステ
ージ ITS が発展していく過程で
は、必然的に導入地域における交
通事情やニーズに合わせたものに
ならざるを得ない。一例として交
通事故の実態を見ると（図表25）、
日本国内では歩行者事故の割合が
圧倒的に多く、この傾向はアジア諸
国で類似している。一方、欧米各国
とは車両事故中心である。従って、
日本が目指す歩車協調などの先進
安全システムは、欧米諸国の実情
やニーズにそぐわない技術体系と
なる可能性もある。国際標準化の
流れを進める上では、欧米諸国と
の連携に配慮が求められる。
5   今後の方向性 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　これまで示したとおり、自動車
社会の負の遺産を克服し、「交通
事故削減」や「環境負荷低減」を
実現する交通システムを構築する
には、道路、車両、人が情報通信
技術で結ばれた車両インフラ統合
型のセカンドステージ ITS 無く
して実現は困難である。セカンド
ステージに向けた ITS実現に向け
て、以下のような視点で進めてい
くことを提案する。
盧高齢者に配慮したヒューマン
　マシンインターフェースの
　研究開発
　交通事故の原因の 75％が認知、
判断、操作ミスであり、高齢者ほ
ど交通事故を引き起こす確率は高
いことは既述の通りである。我が
国が世界で最も長寿高齢化の進ん
だ国であることを踏まえ、特に高
齢者に焦点を当てた研究開発が不
可欠である。これまではエアバッ
グやレーンキープアシスト、ある
いはセンサといった機能面の研究
が中心だったが、今後は人間工学、
認知科学的側面からの研究と、情
報処理、情報通信、自動制御や交
通工学など、幅広い学問領域の融
合により、ITS研究の進展が望ま
れる。特に自動車運転席では、移
動中の閉空間で全ての認知・判
断・操作制御を行なう必要があり、
日常生活において最も集中したヒ
ューマンマシンインターフェース
（HMI）が要求される場である。
高齢者のみならず世界基準でユー
ザーに優しいヒューマンマシンイ
ンターフェース研究をさらに推進
することが望まれる。
盪導入への社会的理解の促進
　車両インフラ統合型システムで
あるセカンドステージ ITSに移行
するにあたっては、新たな車載通
信機器やインフラ側の設備投資が
必要となる。利便性や快適性を高
めることが中心だった従来の ITS
の考え方とは異なり、セカンドス
テージ ITSシステムがもたらす便
益は、安全・安心や環境負荷低減
といった、コスト的には見えにく
いものであるため、新たに発生す
る費用負担に対するユーザーや
社会の理解を得るための努力が
これまで以上に重要になると考
えられる。費用対効果の定量的
な比較検証、導入に先立つ十分
なアセスメント、事後評価と情報
公開などを産官学が一体となって
進めることが不可欠である。その
上で、かつて排気ガスの規制が自
動車性能向上を促したように、例
えば新車には ITS関連機器の装着
を義務付ける、大都市圏への未装
着車乗り入れを規制するといった
ような法的規制導入の検討も必要
であろう。いずれにせよ、セカン
ドステージ ITSの導入・普及の促
進は、安全や環境・エネルギーに
関する教育、啓蒙の結果もたらさ
れる国民の理解がなければ成り立
たない。
蘯アジア諸国の持続可能な発展に
　資する取組み
　アジア諸国ではモータリゼーシ
ョンの進展に伴い、交通事故や環
境負荷増加などが社会問題として
今後大きく顕在化している。セカ
ンドステージ ITSの展開において
は、アジア諸国と戦略的な連携・
協力を通じ、アジア地域の持続可
能な発展にも貢献することが望ま
れる。
　セカンドステージ ITS システ
ムは車両インフラ統合型であるた
め、導入地域における交通事情や
ニーズに合わせたものにならざ
るを得ない。交通事故の日本国
内の実態は、欧米各国よりもア
ジア諸国に傾向が似ており、我
が国で培ったセカンドステージ
ITSの先進安全システムは、欧米
諸国よりもアジア諸国のニーズ
にマッチし、日本とアジア諸国
で共通の ITS技術基盤を構築で
きる可能性も高い。今後、アジア
で発展する地域に対して、早い段
階から先進車両および先進インフ
ラを備えた総合的な実験モデル都
市のアイディアを提供することも
有効である。アジア地域の交通イ
ンフラは現状未整備で、今後新た
に構築する段階にあるため、すで
に交通インフラが行き渡った我が
国より、むしろアジア諸国におい
てセカンドステージ ITS型のイン
フラを導入展開する方が容易であ
るとも考えられる。
　その一方、セカンドステージ
ITSシステムをアジア諸国のニー
ズにマッチさせて深化させていっ
た場合、欧米諸国の実情やニーズ
にそぐわない技術体系となる可能
性もある。国際標準化の流れを進
める上では、欧米諸国との連携に
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ITS による自動車の社会・環境負荷低減に向けて
配慮が求められる。
　今日の自動車産業は、国際市場
を相手に厳しいグローバルな競争
にさらされているが、その中で勝
ち残り、発展を続けている我が国
の自動車産業は、今後しばらくは
日本経済全体を牽引する基幹産業
である。今後モータリゼーション
が進展するアジア諸国は、自動車
産業にとっては有望な成長市場で
ある。アジア諸国と連携してセカ
ンドステージ ITS 技術を発展さ
せる取組みは、アジア諸国の持続
可能な発展に貢献するだけではな
く、我が国の自動車産業にとって
は国際競争力を今後も維持するこ
とにもつながる。
謝　辞
　本稿の執筆にあたり、名城大
学 津川定之教授、芝浦工業大学 
古川修教授には、全般にわたって
貴重なご意見、ご助言ならびに資
料を提供いただきました。国土交
通省道路局 森山誠二企画専門官、
特定非営利活動法人 ITS Japan 小
出公平常務理事、譛日本自動車研
究所 ITS センター 藤井治樹セン
ター長、蓮沼茂主任研究員、本田
技研工業譁 渉外企画室 秋月俊五
主幹、トヨタ自動車譁 車両技術
本部統合システム開発部 井上秀
雄部長、森田真主担当員、日産自
動車譁 技術開発本部 藤倉利之課
長には貴重な資料と参考情報を提
供いただきました。ここに関係の
皆様に厚く御礼申し上げます。
参考文献
01）  Uni ted Nat ions ,  The 2004 
Revision Population Database
（2006年 6月 29日現在）：
 http://esa.un.org/unpp/
02）  WHO ,“Wor l d  r e p o r t  o n  
road traffic injury prevention: 
summary”：http://www.who.int/
w o r l d - h e a l t h - d a y / 2 0 0 4 /
infomaterials/world_report/en/
summary_en_rev.pdf
03）  国土交通省道路局 ITSホームペ
ージ：http://www.its.go.jp/ITS/
j-html/whatsITS/
04）  譛道路新産業開発機構、
 「ITS HANDBOOK 2005‐2006」
05）  池田、「自動車を取り巻く情報通
信事情」、譛新機能素子研究開発
協会、「エネルギー関連」新技術
探索会議報告書
06）  科学技術政策研究所、「科学技術
振興による経済・社会・国民生
活への寄与の定性的評価・分析」、
2005年３月：
  http://www.nistep.go.jp/achiev/
ftx/jpn/rep089j/pdf/rep089j3.pdf
07）  国土交通省道路局 ITS ホーム
ペ ー ジ：http://www.mlit.go.jp/
road/ITS/j-html/index.html
08） 国土交通省 先進安全自動車
推進検討会、「第３期 ASV に
お け る 取 り 組 み 」：http://
www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/
asv/ASV3HP/ASV_3_panfu/
ASV_J_Final_Precise.pdf
09）  内閣府、「交通事故による経済
的損失に関する調査研究報告書
概要」：http://www8.cao.go.jp/
koutu/chou-ken/sonshitsu.pdf
10）  IT戦略本部：
  http://www.kantei.go.jp/jp/singi/
it2/kettei/060119honbun.pdf
11）  内閣府、「平成 18年度版 交通安
全白書」：
  http://www8.cao.go.jp/koutu/
taisaku/h18kou_haku/h18koutuu-
genkyo-1-1-1-1.pdf
12）  技術研究組合 走行支援道路シス
テム開発機構ホームページ：
  h t t p : / /www . a h s r a . o r . j p /
whats_ahs/02/index.html
13）  警察庁、「平成 17 年度版 警察
白 書 」：http://www.npa.go.jp/
hakusyo/h17/hakusho/h17/pdf/
G0aisatu.pdf
14）  第 35回環境省中央環境審議会地
球環境部会　環境省資料：
  http://www.env.go.jp/council/
06earth/y060-35/mat01_2-1.pdf
15）  地球温暖化防止のための道路政
策会議報告：
  http://www.mlit.go.jp/kisha/
kisha05/06/060826/02.pdf
16）  第 17回環境省中央環境審議会地
球環境部会　国土交通省資料：
  http://www.env.go.jp/council/
06earth/y060-17/mat_02.pdf
17）  譛省エネルギーセンター、「平成
９年度 ITSによる省エネルギー
施策と効果」（1998年３月）：
   h t t p : / /www . e c c j . o r . j p /
pamphlet/its/97/index.html
18）  津川、「ITS技術による自動車環
境負荷低減」、譖自動車技術会
2006 年春季大会、ITSと環境フ
ォーラム
19）  国土交通省道路局ホームページ：
  http://www.its.go.jp/ITS/j-
html/Smartway/20051220/h17/
H17followup.pdf
 _Precise.pdf
20）  重松他、「オートテクノロジー
2006」、譖自動車技術会
21）  第５回 スマートウェイ推進会議
資 料：http://www.nilim.go.jp/
japanese/its/1top/kyouken/pdf/
kyouken6.pdf
22）  譛道路交通情報通信システムセ
ン タ ー：http://www.vics.or.jp/
data/media_list.html
23）  トヨタ自動車譁ホームページ：
  http://www.toyota.co.jp/jp/tech/
its/vision/index.html
24）  AHSRAホームページ：
  http://sangubashi.ahsra.or.jp/pc/
index.html
25）  日産自動車譁ホームページ：
  http://www.nissan-global.com/
JP/NEWS/2005/_STORY/
051116-01-j.html
26）  牧野他、「ITS技術を活用したサ
グ部渋滞対策について」、第 26
回日本道路会議講演資料、（2005
年 10月）：http://www.nilim.go.
  jp/japanese/its/3paper/pdf/
051201douro_2.pdf
27）  東京大学桑原研究室ホームペー
ジ：http://www.transport.iis.u-
tokyo .ac . jp/research2005/
科 学 技 術 動 向　2006年 9月号
22
050127.pdf
28）  譛日本自動車研究所、「自動車
ITS分野の技術戦略マップ報告
書」（2006年３月）
29）  Asano, M. et al . ,“Adaptive 
Traffic Signal Control Using 
Real-time Delay Measurement”，
11 th ITS World Congress, 
Nagoya, 2004.
  http://www.transport. i is .u-
tokyo.ac.jp/PDFs/2004/2004-
006.pdf
30）  譛省エネルギーセンター、「平成
５年度燃料消費効率化改善に関
する調査報告書」（1994年３月）：
  http://www.eccj.or.jp/fuel/93/
index.html
31） 譛省エネルギーセンター、「平成
６年度燃料消費効率化改善に関
する調査報告書」（1995年３月）：
  http://www.eccj.or.jp/fuel/94/
index.html
32）  国土交通省、「平成 17年度 国土
交通白書」
33）  譛交通エコロジー・モビリティ
財団、「カーシェアリングによる
環境負荷低減効果及び普及方策
検討報告書」（2006年３月）
34）  本田技研工業譁新地域交通シス
テム　ホームページ：
  http://www.honda.co.jp/ICVS/
project/index.html
35）  本田技研工業譁 インターナビ・
プレミアムクラブ ホームページ：
  http://www.premium-club.jp/
index.html
36）  国土交通省、「平成 12 年度運輸
白書」：
  http://www.mlit.go.jp/hakusyo/
transport/heisei12/1-1/zu1-1-
73.htm
情報・通信ユニット
竹内　寛爾
科学技術動向研究センター
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
蘋
企業にて光ディスク用高出力半導体レーザ
の事業化、光伝送の研究開発に従事。
現在、情報通信分野における科学技術政策
および価値観の多様化が企業の研究開発戦
略に与える影響に興味を持つ。
執　筆　者
環境・エネルギーユニット
前田　征児
科学技術動向研究センター
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
蘋
工学博士。企業にてエネルギー関連の貯蔵・
変換システム開発および事業開発に従事。
専門は電気化学、材料工学。現在、エネル
ギー・環境分野の科学技術政策およびイノ
ベーションマネジメントに興味を持つ。
Science & Technology Trends   September  2006 23
科学技術動向研究
摩擦抵抗低減を目指した
乱流制御の研究動向
池田　一壽
推進分野ユニット
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　空気などの気体、あるいは水な
どの液体が物体表面に沿って流れ
るとき、低速の場合は秩序だった
層状の流れ、つまり層流（laminar 
flow）であるが、流れの大きさや
速さがある程度以上になると、流
れの中の微細な渦運動が減衰せ
ずに発達し、次々と様々な形状
の大きな渦を作る。これが乱流
（turbulent flow）であり、不規則
運動、３次元渦運動、散逸性など
の共通の特徴がある。乱流は、レ
イノルズ数注１）が 2,000 程度で発
生すると言われているが、実際に
は流れの状態や条件により異な
る。図表１に層流から乱流に変化
する状況を示す。
　乱流は、航空機や船舶などが進
むときに空気や水から受ける摩擦
抵抗や流体騒音を増大させるとい
う負の効果を発生させる半面、混
合・熱伝達や燃焼を促進するとい
う正の効果を発揮することもあ
る。乱流を適切に制御して、負の
効果を抑制し、正の効果を助長さ
せることが乱流制御である。乱流
制御は、省エネルギーや製品の高
品質化、環境悪化防止などに繋が
り、輸送分野においてブレークス
ルーをもたらす技術となりうる。
　乱流の研究は古くから行われて
きているが、その進展は比較的遅
いため、古くて新しい研究テーマ
と言える。近年、スーパーコンピ
ュータの能力向上と乱流の直接数
値シミュレーション（DNS）注２）
技術の発達による乱流構造に関す
る基礎的知見の蓄積が図られてい
る。また、乱流制御を実現するた
めのマイクロマシン注３）技術の急
速な発展も見られる。省エネルギ
ー・環境問題解決などへの期待が
大きいことから、乱流を積極的に
制御しようとする研究が盛んに行
われている。
　本稿では、乱流の研究動向と、
特に壁乱流の制御を実現するため
にマイクロマシン技術を応用した
乱流のミクロ構造を検出するセン
サ、乱流の微細構造を制御するア
クチュエータをシステムとして構
築し、摩擦抵抗低減を図る研究な
どについて紹介する。
注1　レイノルズ数：流れを特徴づける長さスケール L、速度U、流体の動粘性係
数νにより LU/ νと定義される無次元数。流体の持つ慣性力と粘性力の比を表す。
注2　直接数値シミュレーション（DNS）：計算機による数値シミュレーション
で、基礎方程式について数理モデルを使うことなしに解くこと。乱流場をDNSで解
く場合、渦の最小単位を捉えるほど計算格子を細かくする必要があるために、多大な
計算機パワーが必要となる。（Direct Numerical Simulation）。
注3　マイクロマシン：数μｍ～数ｍｍのオーダーの大きさで、機能を発揮する微
小な機械の総称（MEMS、Micro Machine）。
■用語説明■
図表１　層流から乱流への変化
知的乱流制御研究センターホームページから転載（http://www.nmri.go.jp/turbulence/
term_i/index.html）
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摩擦抵抗低減を目指した乱流制御の研究動向
２‐１
要素技術の研究動向
　近代における乱流研究は、パイ
プ内の染料の軌跡が激しく乱れ始
めることで層流から乱流へ遷移す
ることを発見したオズボーン・レ
イノルズ（1842 ～ 1912）から始
まり、110余年の歴史を経ている。
　米国では、1970年代以後、まず、
速く泳ぐサメの生体の仕組が研究
された。サメは種類により鱗の表
面性状が異なるが、速く泳ぐサメ
には各鱗の表面に微細な縦溝（リ
ブレット）があり、溝の間隔は体の
位置により異なるが35～ 100μm
と小さく、このリブレットが最大
８％の乱流摩擦抵抗を低減させて
いることが実験によって確認され
た１）。1983 年に、3M社はビニー
ルシート表面に微細な縦溝を形成
したリブレットフィルム（図表２）
を開発し、オリンピック競技やア
メリカン・カップ（ヨットレース）
で使用した。
　米国航空宇宙局（NASA）、軍
関係、航空機産業界では、リブ
レットを応用したデバイスの実用
化を目標に、制御理論・数値シミ
ュレーション等幅広く研究がなさ
れ、航空業界での実機テストでは
全抵抗の２％低減を実証した。航
空機の機体表面に２％の抵抗低減
効果があるリブレットフィルムを
用いた場合、エアバスＡ 320の標
準的な運航頻度で、５万褄／年・機
の燃料費が節減でき３）、米国航空
業界全体で２億米ドルの節減がで
きると試算されている４）。しかし、
この研究は、メンテナンスコスト
を考慮すると経済効果は小さく、
実用化に至らなかった。
　現在の米国では、主に大学で
基礎的な乱流のメカニズム解明
や、能動的な乱流制御の研究が行
われている。例えば、2000 年か
らは米国国防総省高等研究計画局
（DARPA①）のプロジェクトにお
いて、ポリマー及びマイクロバブ
ルによる船舶の摩擦抵抗低減の研
究などが行われている。
　現在は、むしろ欧州においてよ
2   乱流の研究動向蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表２　3M社のリブレットフィルムの表面写真
参考文献２）より転載
図表３　「乱流制御による新機能熱流体システムの創出」の研究実施状況
サブテーマ 研究目的 研究内容 担当機関
能動乱流制御
に関する研究
盧 センサ、アクチュエータなどからなるマイクロマシン
技術等の基盤技術を開発
盪 乱流を能動的に制御して摩擦抵抗低減・剥離・伝熱の
制御システムを構築
能動乱流制御デバイスの開発 AIST、JAXA、NMRI、各大学
能動乱流制御理論の構築 AIST、JAXA、各大学
乱流制御数値シミュレーション JAXA、AIST、NMRI、各大学
モデルシステムによる実証 AIST、JAXA、NMRI、各大学
乱流燃焼制御
に関する研究
盧 乱流燃焼現象の理解を深めつつセンシング技術を開発
盪 乱流ジェット等における燃焼ガスと空気の拡散・混合
を制御促進し、希薄予混合燃焼注４）を安定化させその
適用範囲を拡大し、燃焼効率の促進と有害ガスを低減
乱流ジェットの制御の開発 JAXA、AIST、NMRI、各大学
乱流燃焼計測技術の開発 JAXA、AIST
乱流燃焼微細メカニズムの解明 JAXA、各大学
モデルシステムによる評価 JAXA、AIST、NMRI、各大学
※AIST（C産業技術総合研究所）、JAXA（C宇宙航空研究開発機構）、NMRI（C海上技術安全研究所）
参考文献６）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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り実用的な研究が行われていると
いう傾向がある。海洋国オランダ
は船舶の摩擦抵抗低減の研究に歴
史を持つ。また、欧州連合（EU）
及び周辺地域の乱流燃焼関係の研
究機関が結合した組織である「流
れ・乱流及び燃焼に関する欧州
研究共同体」（ERCOFTAC②）の
Special Interest Group に お い て
も、乱流制御の研究が積極的に行
われている。
　2004年度に科学技術政策研究所
が実施した「急速に発展しつつあ
る研究領域調査」５）において、近
年、世界で急速に発展が見られる
研究領域の１つとして「乱流の知
的制御」に関する研究が急速に発
展していることが示された。分析
の結果、この領域には、壁乱流、
乱流燃焼、数値シミュレーション
などの研究が含まれていた。残念
ながら、この領域での日本の存在
感はあまり見られない。日本でも
乱流の基礎研究は、大学におい
て 1950 年代後半から行われてい
るが、日本語論文の場合、世界的
に通用しないことも一因であると
考えられる。
　我が国では、乱流制御に必要な
センサ・アクチュエータ等のマイ
クロマシン技術、現象の解明・予
測のためのDNS技術、光学的セ
ンシングによる乱流のモニタリ
ング技術など、乱流制御に必要な
個々の要素技術が世界的に高いレ
ベルにある。しかし、乱流の制御
は種々の領域を含み、一つの組織
では研究の発展が難しい。そこで
2000 年度からの５年間、文部科
学省開放的融合研究制度を利用
して、C海上技術安全研究所に
「知的乱流制御研究センター」を
設置し、独立行政法人や大学の
それぞれのポテンシャルを持ち
寄り「乱流制御による新機能熱
流体システムの創出」というテ
ーマが融合研究として実施された
（図表３）。
　ここでは制御手段として各種の
センサやアクチュエータを用い、
発生メカニズムや制御理論を解明
し、制御システムのプロトタイ
プを作製した。例えば、平成 17
年度乱流制御による新機能熱流
体システムの創出の成果７）では、
「能動乱流制御」に関する研究に
おいて、実験室で乱流摩擦抵抗
が約６±３％低減されている。マ
イクロバブルを用いた「壁乱流制
御」では、渦スケールより大きな
気泡の存在により乱れが抑制され
るメカニズムを明らかにし、実船
実験により局所的な摩擦抵抗が最
大60％低減することが可能なこと
が実証されている。「乱流燃焼制
御」に関する研究では、LES注５）
及び flamelet モデル注６）をもと
にガスタービン燃焼器内の燃焼
挙動の解析、および小型燃焼器
を用いた燃焼制御の実験を行い、
二次燃料噴射を用いた振動燃焼
が解明された。これらは、実用
化を図るための研究に着手すべき
段階にある。
２‐２
スーパーコンピュータの
進展とシミュレーション
　乱流は、不規則運動、３次元
渦運動、不規則性などの特徴があ
り、この強い非線形性を有するカ
オス的流体現象注７）が見られるた
め、従来、乱流を制御することが
困難であった。1980年代後半、ス
ーパーコンピュータの能力向上に
伴ってDNSが可能になり、その
計算データを３次元可視化するこ
とで乱流をコンピュータの中で再
現し、その全体像を見ることが可
能になった。
　1990年代には数多くの実験デー
タ及びスーパーコンピュータを活
用した数値シミュレーション（数
値流体力学（CFD③））の結果を
用いて、乱流モデルの構築や熱流
動現象の予測技術研究などが行わ
れた。1990 年代初頭に流体力学
問題における現代制御理論の数学
的定式化がなされたため、この頃
より乱流制御アルゴリズムの開発
と検証が盛んに行われ、1990年代
後半からはこれらの知見に基づき
人工物において乱流を積極的に制
御する試みがなされるようになっ
た。スーパーコンピュータの能力
向上による理論と実験との整合状
況を図表４に示す。
注4　希薄予混合燃焼：燃料ガスと空気を事前に希薄に混合させておいてから燃
焼させる燃焼方式。
注5　LES（Large Eddy Simulation）：大渦シミュレーション（DNSの近似
解析モデル）。
注6　flamelet モデル：レイノルズ数が大きいときには乱流中でも層流火炎がし
わ状に変形すると見なすモデル。
注7　カオス的流体現象：予測できない複雑かつ不規則な様子を示す現象。
注8　準最適制御：摩擦抵抗と制御エネルギーの和で定義される評価関数を時々刻々
最小化させる最適な制御分布を理論的に算出する方法。
■用語説明■
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図表４　スーパーコンピュータの能力向上による理論と実験との整合状況
年代 代表的スーパーコンピュータ 理論と実験との整合状況 実施機関等
1980年代
後半
蘆 CrayXMP/2（米国）
蘆 SX2/SX3（日本）
蘆  DNSメモリ規模：10MB
蘆 平行平板間乱流のDNSの詳細な計算結果を初めて報告。レイ
ノルズ数Reτ＝ 180（壁面に沿う乱流の特徴が出る最低値に
近い）。これまでの実験計測値による統計量と概ね一致。
Kim  e t  a l . ,  1 9 8 7、 米・
NASAAmes研／
スタンフォード大
蘆 粒子追跡速度計測法が開発され、壁面近くの領域における変動
量など詳細部分の実験とDNSとの定量的な一致を得る。
笠木、西野、1991　東大
1990年代
蘆 CrayYMP/C90（米国）
蘆 IBMSP1/SP2（米国）
蘆 SX‐4/SX‐5（日本）
蘆 SR‐22000（日本）
蘆 VPP‐500/NWT（日本）
蘆  DNSメモリ規模：10MB
～ 10GB
蘆 レイノルズ数Reτ＝ 600程度まででのチャネル乱流のDNSが
試みられ、速度分布が対数則とべき乗則のどちらに従うかなど
を調査したが、レイノルズ数が低いためか結論が出なかった。
Moser et al.、 1999、
米・NSAmes研／
スタンフォード大
蘆 現代制御理論の流動制御問題への適用法が定式化。
―以降、DNSを用いた乱流の摩擦抵抗低減の数値実験が活発化―
蘆比較的計算負荷の低い準最適制御注８）及び乱流の準秩序構造
に基づくより直感的な制御とも20％程度の摩擦抵抗低減を得る。
Abergel ＆ Temam、1990、パ
リ第 11大
Choi et al.、1993；Lee et al.、
1998、米・スタンフォード大
Choi et al.、1994、米・スタン
フォード大
蘆 壁面において実測できる物理量やアクチュエータの変形を考
慮した、よりハードウェアシステムを意識した条件下でDNS
を用いた摩擦抵抗低減の数値実験により、離散的にセンサ ､
アクチュエータを配置した場合でも一定の抵抗低減効果が得
られることを確認。
遠藤 et al.、2000、東大
2000年代
前半
蘆  SX‐6/SX‐7/ 地球シミ
ュレータ（日本）
蘆 SR8000/11000（日本）
蘆 ASCIWhite（米国）
蘆  Intel アーキテクチャベ
ースのLinux クラスタ／
グリッド（世界中）
蘆  DNS メモリ規模：10GB
～ 1TB
蘆 レイノルズ数Reτ＝ 1000 ～ 2000 でのチャネル乱流のDNSが
試みられる。
Del Alamo et al.、2004、
スペイン・マドリッド工科大
岩本 et al.、2005、東大
蘆 フィードバック制御システムを用いた６％の摩擦抵抗低減を風洞実験により実証（吉野 et al.、
2005、東大）。
蘆 準最適制御理論（深潟、笠木、2004、東大）と同様の機構で抵抗が減少していることの傍証は
得られている（吉野ら、2006、東大）が、未だ十分な検証には至っていない。
蘆 低レイノルズ数Reτ＝ 100での乱流で非常に計算負荷の高い最適制御理論を用いた平行平板間
乱流の制御のDNSについて報告。
　 フィードバック制御により、乱流が層流化することが示された（Bewley et al.、2001、米・UC 
San Diego）。
参考資料８）を基に科学技術動向研究センターにて作成
３‐１
壁乱流の発生及び
制御メカニズム
　流れ方向に発生したいわゆる縦
渦は無数に存在し、これにより乱
流摩擦抵抗の原因となるレイノル
ズせん断応力の生成が行われる。
図表５は流れに垂直な断面での壁
面近傍の縦渦と、瞬時のレイノル
ズせん断応力の生成・消滅・拡散
過程の空間的位置関係９）を示して
いる。
　縦渦の中心に対応する局所的に
低圧な領域の核の部分（L）があり、
渦の右側の領域（スウィープ側）
では、壁面に流体が衝突するため
局所的に高圧となる。逆に渦の左
側（イジェクション側）では、低
速の流体がもち上げられ、上流か
ら対流により供給される高速流体
と衝突することにより高圧のよど
み領域（高圧ポテト）が形成され
る。レイノルズせん断応力の生成
は渦の両側で活発に行われ、生成
されたレイノルズせん断応力は乱
流拡散（Turbulent Diffusion）や
圧力拡散（Pressure Diffusion）に
よって周囲に輸送され、輸送され
たレイノルズせん断応力は、圧力・
歪相関が高い、低圧及び高圧領域
で消滅が起こる。このような一連
の生成・拡散・消滅のプロセスが
絶えず起こることで、乱流そのも
のが維持されている。
　このように、摩擦抵抗の成因と
なる構造は空間的、時間的に間欠
的なものであり、実際の適用対象
物における縦渦の時空間スケール
が即ちセンサ及びアクチュエータ
に求められる寸法・応答時間 10）
になる。図表６のように、それら
の寸法は 0.001 ～ 10mm、応答時
間は 0.01 ～ 100ms 程度であり、
壁乱流の取り扱う時空間スケール
は、従来の機械システム技術が扱
ってきた系に比べて小さい。近年
急速に発達したマイクロマシン技
術は、選択的に縦渦を操作するこ
とにより、効果的にレイノルズせ
3   日本の最近の研究成果 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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ん断応力、乱流運動エネルギーの
生成を抑制し、壁面摩擦抵抗を低
減することができる可能性をもっ
ている。
３‐２
センサ及びアクチュエータを
用いた壁乱流制御
　壁面上を流れる縦渦をセンサ
で得た位置情報に応じて、アクチ
ュエータが縦渦の回転運動を打
ち消すように外力を加えること
により、縦渦運動が弱められる。
これにより摩擦抵抗や騒音の低
減などの効果が得られる。コン
トローラと組み合わせたフィード
バック制御システムの概念図を図
表７に示す。
　乱流制御に用いるアルゴリズ
ム、センサ、アクチュエータなど
の要素技術の研究は多いが、それ
らをシステムとして構築した研究
例はまだ少ない。ブラウン大学（米
国）のグループでは、３組の熱膜
せん断応力センサ、圧電素子を用
いた片持ち梁型アクチュエータと
コントローラを組み合わせた制御
システムを構築した 11）。また、米
国のTsao らは、熱膜せん断応力
センサ、フラップ型電磁アクチュ
エータ、駆動回路を統合した高度
な制御チップを試作して摩擦抵抗
低減を試みた 12）。しかし、これら
の研究は、実現するシステムの構
築には至らなかった。
　東京大学の笠木伸英教授らは、
図表８のように、192 個のマイク
ロせん断センサと 48個の電磁式
アクチュエータ、コントローラ
からなる乱流制御システムのプロ
トタイプを開発した。１列のセン
サ群は 48 個のセンサが１mmピ
ッチで４列、また１列のアクチ
ュエータ群は 16個のアクチュエ
ータが３mmピッチで３列配列し
てある。使用されたセンサとアク
チェータの微小化寸法は１mmと
2.4mm、応答時間はセンサ及びア
クチュエータとも約 0.1msのオー
ダーであり、アクチュエータの膜
の変位量は約50μmである。
　このシステムを模した系で低速
ストリーク遥動注９）を制御する乱
流構造規範型制御注10）を適用した
DNSではストリークの安定化が
起こり、約12％の低減効果が得ら
れた 13）。また実際の風洞実験にお
いて抵抗低減効果の検証をした結
果、遺伝的アルゴリズム（GA）注11）
による最適制御を用いた場合、最
図表５　 壁面近傍の縦渦と、瞬時のレイノルズせん断応力の生成・
 消滅・拡散過程の空間的位置関係
参考文献９）を基に科学技術動向研究センターにて一部改変
図表６　 縦渦制御のために求められるセンサ及びアクチュエータ
の仕様
参考文献 10）を基に科学技術動向研究センターにて一部改変
注 9　低速ストリーク遥動：壁に
沿う乱流は壁面の近傍に縞状に周囲流
体よりも低速の部分（低速ストリーク）
が現れる。これが渦やせん断との相互
作用で不安定化し、遥動運動をするこ
とをいう。
注 10　乱流構造規範型制御：乱
流の発生メカニズムの知識に基づいた
制御方法。
注11　遺伝的アルゴリズム（GA）：
進化論的手法を用いた最適解探索アル
ゴリズム（Genetic Algorithm）。
■用語説明■
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大11％の抵抗低減効果があり、せ
ん断応力計測の不確かさを考慮す
ると６％の抵抗低減が得られたこ
とに相当する14）。このような大規
模なフィードバック制御システム
を用いた実験によって摩擦抵抗低
減効果を確認したのは世界で初め
てであり、この成果は実用化に向
けての大きな一歩であると言える。
　実験に用いたセンサ及びアク
チュエータ寸法を図表６にあて
はめると、石油パイプラインの縦
渦制御などに適用できることがわ
かる。一方、新幹線、航空機、超
高圧ガスパイプラインなどの縦
渦を制御するためには、センサ及
びアクチュエータに求められる仕
様は、寸法が 0.001 ～ 0.1mm、応
答速度が 0.01ms程度必要であり、
更なる微小化とともに、高精度化
の研究が必要である。
　しかし、乱流制御はまだ、実験
室実験の基礎研究段階であり、実
用化段階にステップアップするに
は、ハードウェア側では、センサ・
アクチュエータを適用対象物の縦
渦の長さスケールに合う微小化、
高精度化、省エネルギー化、低コ
スト化、耐久性化、ダスト等の汚
れに対する長期安定性が求められ
る。また、微細加工技術の進展と
印刷や型押しなど安価な製作技術
の応用による量産技術の確立も必
要である。ソフトウェア側では、
データ処理量を軽減し、飛躍的に
大きな効果を発揮できる制御アル
ゴリズムの開発が必要である。こ
れらの段階の技術開発・進展は、
産業界の技術進歩に依存するとこ
ろも大きい。各技術を有する産業
界との融合研究を促すために、産
業界などに積極的に情報発信する
ことが実用化の促進に繋がる。
　この乱流制御システムのハー
ド、ソフトウェア側の課題解決及
び開発がなされることにより、特
に高速度を追求する分野、例えば
磁気浮上式鉄道、新幹線、飛行機
などの輸送分野での活用が期待さ
れている。日本で行われている研
究については、米国や欧州におい
て類似の研究が活発化しており、
欧米に研究の実用化を先取りされ
ない方策が必要である。
図表８　壁乱流のフィードバック制御ユニット
参考文献 14）を基に科学技術動向研究センターにて一部改変
4   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　乱流制御は、流体抵抗低減及び
燃焼や熱・物質輸送の改善を実現
し、エネルギー・環境問題等の解
決を図る鍵の１つであり、輸送分
野等においてブレークスルーをも
たらす技術となりうる。
　現在では、スーパーコンピュー
タや最近の制御理論、制御ハード
ウェア、CFDの発達により、時々
刻々の流れの状態に応じて乱流現
象をフィードバック的に制御しよ
うとする研究が盛んに行われてい
る。従来は解析解が存在せず実現
不可能と見なされていたが、乱流
制御は今後、実現性の高い近未来
技術の一つとなる可能性がある。
特に、壁乱流の制御ユニットを構
成しているセンサ・アクチュエー
タ・コントローラの微小化におい
ては、日本で大きな成果が上がっ
ている。これらについては更に、
高精度化・省エネルギー化・低コ
スト化・長期安定性の確立及び大
きな効果を生み出す制御アルゴリ
ズムの研究開発をバックアップす
ることやマイクロマシン技術、微
細加工技術のシスマティックな研
究が必要である。
　乱流制御は種々の研究を含み１
つの組織において解決することは
困難なことから、広く国内のトッ
プクラス研究者による研究を継続
することが望ましい。また、それ
図表７　壁乱流フィードバック制御システムの概念図
参考文献２）を基に科学技術動向研究センターにて一部改変
科 学 技 術 動 向　2006年 9月号
28 Science & Technology Trends   September  2006 29
摩擦抵抗低減を目指した乱流制御の研究動向
らの量産技術を有する産業界との
融合研究も進める必要がある。そ
のためには、乱流制御研究の情報
を産業界に積極的に発信すること
が求められる。
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